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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板（２）を処理するための真空処理システムであって、処理される前記基板（２）を
基板平面（４）に保持するための格納容器（１）を有し、
　前記格納容器（１）は、第１の反射手段（６）と、第１の平面表面（１０）及び反対側
の第２の平面表面（１１）を有する加熱手段（５）とを備え、
　前記加熱手段（５）は、前記第１の平面表面（１０）及び前記第２の平面表面（１１）
を介することによってのみ加熱用エネルギーを照射するように構成され、
　前記第１の反射手段（６）は、前記加熱手段（５）によって照射される前記加熱用エネ
ルギーを前記基板平面（４）上に反射するように構成され、
　前記加熱手段（５）は、前記第１の平面表面（１０）が前記第１の反射手段（６）の方
を向くように配置され、前記第１の反射手段（６）から生じる反射によって前記基板（２
）を照射するように構成され、
　前記加熱手段（５）は、前記第２の平面表面（１１）が前記基板平面（４）の方を向く
ように配置され、前記基板（２）を直接照射するように構成され、
　前記加熱手段（５）は、それぞれが長さ（ｃ）、幅（ａ）、及び厚さ（ｂ）を有する複
数の矩形加熱素子（１４）を備え、
　前記加熱素子（１４）は、直列に及び／又は並列に電気接続され、
　前記加熱素子（１４）は、前記加熱手段（５）の前記第１の平面表面（１０）と前記第
２の平面表面（１１）とをそれぞれ形成する平面であって、かつ、前記基板平面（４）に
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平行な平面に、前記加熱素子（１４）の幅（ａ）及び長さ（ｃ）に沿って配置され、
　前記格納容器（１）は、前記反射手段（６、７）を冷却するための冷却ユニット（８）
を備え、
　前記反射手段（６、７）は、前記加熱手段（５）の方を向いている第１の面（１２）と
、前記加熱手段（５）の方を向いていない、反対側の第２の面（１３）とを備え、
　前記冷却ユニット（８）は、前記反射手段（６、７）の前記第２の面（１３）上に設け
られ、前記反射手段（６、７）と熱接触状態である、
　基板を処理するための真空処理システム。
【請求項２】
　前記格納容器（１）は、前記加熱手段（５）によって照射される前記加熱用エネルギー
を前記基板（２）上に反射するように構成された第２の反射手段（７）を備え、
　前記第２の反射手段（７）は、前記加熱手段（５）の前記第２の平面表面（１１）が前
記第２の反射手段（７）の方を向き、前記基板平面（４）が、前記加熱手段（５）と前記
第２の反射手段（７）との間に設けられるように配置される、
　請求項１に記載の真空処理システム。
【請求項３】
　前記加熱手段（５）の前記第２の平面表面は、前記基板平面（４）から５０ｍｍ以下、
好ましくは４０ｍｍ以下、より好ましくは１０ｍｍ以下離れて配置される、
　請求項１～２のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項４】
　前記加熱手段（５）は、前記格納容器（１）内で保持可能な前記基板（２）の表面積よ
り５％以上大きい表面積を有する２次元平面サイズを有し、
　前記加熱手段（５）は、炭素複合材、炭素繊維強化炭素、炭素繊維、ＳｉＣコーティン
グした繊維、グラファイト、グラファイト繊維及び／又はＳｉＣ板からなる群から選択さ
れる材料を含み、かつ／又は、前記加熱手段（５）は、６００℃以上の温度に不変のまま
耐える耐熱性材料を含む、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項５】
　前記格納容器（１）は、前記加熱手段（５）を支持するための、及び／又は、前記加熱
手段（５）に電気エネルギーを提供するためのバスバー（９）を備える、
　請求項１～４のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項６】
　前記格納容器（１）は、処理される前記基板（２）を前記基板平面（４）に保持するた
めの基板キャリア（３）を備える、
　請求項１～５のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項７】
　各加熱素子（１４）は、前記それぞれの加熱素子（１４）の前記厚さ（ｂ）の５００倍
以上である幅（ａ）と、前記それぞれの加熱素子（１４）の前記厚さ（ｂ）の３０００倍
以上である長さ（ｃ）とを有し、かつ／又は、前記加熱素子（１４）は、前記それぞれの
加熱素子（１４）の前記厚さの２倍以上の距離（ｄ）で、好ましくは互いに４ｍｍ以上の
距離（ｄ）で互いに隣接して配置される、
　請求項１～６のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項８】
　前記矩形加熱素子（１４）の前記厚さ（ｂ）は、０．５ｍｍ以下、好ましくは０．１５
ｍｍ以下である、
　請求項１～７のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項９】
　前記反射手段（６、７）は、銅、銅コーティング、ニッケル、ニッケルコーティング、
金、金コーティング、銀、銀コーティング、アルミニウム、及び／又はアルミニウムコー
ティングからなる群から選択される材料を含み、かつ／又は、前記反射手段（６、７）は
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、Ｎ９以下の表面粗さ等級を有する反射表面を備える、
　請求項１～８のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項１０】
　前記格納容器（１）は、該格納容器（１）が、前記真空処理システム内に設けられると
き、真空を破ることなくアクセス可能であるように密封可能開口を備えるロードロックと
して設けられる、
　請求項１～９のいずれか１項に記載の真空処理システム。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の真空処理システムを動作させるための方法であ
って、
　ａ）１ｍ２以上の表面サイズを有する平面基板（２）を、前記基板（２）が前記基板平
面（４）に設けられるように前記格納容器（１）内に設けるステップと、
　ｂ）前記格納容器（１）を、８＊１０－２ｍｂａｒ以下でかつ１＊１０－５ｍｂａｒ以
上に排気するステップと、
　ｃ）前記基板（２）を加熱するために、２６ｋＷ以上の電力を前記加熱手段（５）に提
供するステップとを含む、
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の真空処理システムを動作させるための方法。
【請求項１２】
　ステップｃ）中に、前記電力は、前記基板（２）の加熱レートが２．５Ｋ／ｓ以上にな
るように提供される、
　請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　ステップｃ）中に、前記基板（２）は、前記格納容器（１）内で周期的に又は直線的に
移動される、
　請求項１１及び１２のいずれか１項に記載の方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基板を処理するための真空処理システムであって、処理される基板を基板平
面に保持するための格納容器を有する、真空処理システムに関する。本発明は更に、真空
処理システムを動作させるための方法に関し、本方法は、１ｍ２以上の表面サイズを有す
る平面基板を、この基板が基板平面内に設けられるように格納容器内に設けるステップを
含む。
【背景技術】
【０００２】
　光起電力デバイス、光電変換デバイス、又は太陽電池は、光、特に太陽光を直流（ＤＣ
）電力に変換するデバイスである。低価格大量生産のために、薄膜太陽電池が、基材、す
なわち基板として、結晶又は多結晶シリコンの代わりにガラス、ガラスセラミック、又は
他の剛性若しくは可撓性基板を使用することを可能にするため、関心が持たれている。太
陽電池構造、すなわち光起電力効果を担う又はそれを可能にする層シーケンスが、薄層に
堆積される。
【０００３】
　光起電力セルの工業規模生産では、製造シーケンスにおける手順上の特徴の最適化が非
常に重要である。信頼性、スループット、及び／又はエネルギー効率は、製造される製品
の価格に直接影響を及ぼす。光起電力セルを製造するための多くの堆積プロセスは、２０
０℃以上の高いプロセス温度で行われる。しかし、基板を扱うこと、輸送すること、及び
／又は検査することは、複数の周囲温度を必要とすることが多い。したがって、基板が、
製造プロセス中に幾つかの加熱／冷却サイクルを受ける必要がある可能性がある。しばし
ば、こうした加熱／冷却サイクルは、ロードロック、すなわち、真空処理システムに動作
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可能に接続され、かつ、密封可能開口又はドアを介して真空処理システムにアクセスする
ことを可能にする排気可能格納容器内でポンプ／ダウン又は換気サイクル中に実施される
。
【０００４】
　そのため、基板材料の迅速な加熱及び／又は冷却は、必要とされるハードウェアが高価
であるため製造業者についての必須の基準である総システムスループットに直接影響を及
ぼす。その結果、システムスループットは、ロードロックの熱効率に直接関連する。熱効
率は更に、ランプ等の加熱素子の加熱レート及び基板の不均一性に依存し、それらは共に
、薄膜層の品質に影響を及ぼす。
【０００５】
　薄膜光起電力セルの製造プロセスを参照すると、基板材料のロードロック温度処理は、
ＤＶＤ、ＣＶＤ、ＰＥＣＶＤ、ＡＰＣＶＤ、又はＭＯＣＶＤ等の薄膜用途において前電極
及び／又は後電極用の高品質ＺｎＯ層を堆積させるための必須条件である。温度処理の種
々の方法は、周囲温度からプロセス温度まで基材を加熱するために現在使用されている。
【０００６】
　当技術分野で知られている加熱技術は、タングステン、炭素、グラファイト等から製造
されるフィラメントを有する短波、中波、及び／又は長波ランプを使用する。各ランプ組
立体は、フィラメントを収容する透過性チューブを含む。ハウジングは、ランプ基材を酸
化から保護し、寿命を増大させる。ランプハウジングは、フィラメントが、例えば周囲雰
囲気内で酸化することを防ぐために必要である。一方、ランプハウジングは、放出放射を
一定の割合だけ狭くする。このフィルタ効果は、熱効率に直接影響を及ぼす。その結果、
ランプベースの加熱システムの効率は、スループットに直接影響を及ぼし、こうしたシス
テムの製造業者について市場競争力の低下をもたらす。
【０００７】
　従来技術から知られている改良型の透過性が高いランプハウジングは、一定の質量を有
する。質量は通常、熱リザーバとして機能し、システムダイナミックを減少させ、加熱シ
ステムの可制御性を損なう。温度の可制御性及び／又は安定性を減少させることは、温度
均一性が一定値だけ変動することを意味する。さらに、冷却メカニズムが、温度変動に対
抗するために必要であり、このことが投資量の増加をもたらす。先に述べたろ過効果に加
えて、ランプに対する印加電力は、放出光のスペクトル損失を補償する程度まで増加され
なければならず、やはり、エネルギー消費の増加、その結果、低いシステムエネルギー効
率をもたらす。さらに、拡張した２次元基板を加熱するために、幾つかのチューブ状ラン
プが、加熱素子のアレイを形成するように並んで配置されなければならない。しかし、こ
の加熱素子のパターンは、基板の熱分布に見てとることができる、すなわち、悪い影響も
及ぼすことになる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、本発明の目的は、従来技術の、前述した欠点を克服すること、すなわち、
システムスループットの増加をもたらし、したがって、製造コストの低減をもたらす薄膜
光起電力セルのために使用される基板用の加熱システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この目的は、独立請求項によって達成される。有利な実施の形態は、従属請求項で詳述
される。
【００１０】
　特に、本目的は、基板を処理するための真空処理システムであって、処理される前記基
板を基板平面に保持するための格納容器を有し、前記格納容器は、第１の反射手段と、第
１の平面表面及び反対側の第２の平面表面を有する加熱手段とを備え、
　前記加熱手段は、前記第１の表面及び／又は第２の表面を介することによってのみ加熱
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用エネルギーを照射するように構成され、
　前記第１の反射手段は、前記加熱手段によって照射される前記加熱用エネルギーを前記
基板平面上に反射するように構成され、
　前記加熱手段は、前記第１の表面が前記第１の反射手段の方を向き、第２の表面が前記
基板平面の方を向くように配置される、基板を処理するための真空処理システムによって
達成される。
【００１１】
　そのため、本発明は、先に述べた従来技術のシステムで知られているように、別個のハ
ウジングを持たない「平面（plane）」加熱手段を提供するという中心的な考えに基づく
。こうして、例えば石英ハウジングを有する従来技術の加熱ラジエータと比較して、エネ
ルギー変換プロセスが大幅に改善される。本発明による解決策によって、加熱手段の熱質
量もまた低減されるため、仮定されるサイクルプロセスに関する熱システムの可制御性及
び安定性もまた、従来技術のシステムと比較して大幅に増加する。好ましくは、加熱手段
は、平坦表面加熱器等の平坦ストリップ様電気抵抗性加熱器素子として提供される。格納
容器は、好ましくは、基板が、格納容器内に設けられるとき、基板平面内に設けられるよ
うに格納容器の内部に基板を挿入し、格納容器から基板を取出すように適合されている。
【００１２】
　用語「処理すること（processing）」は、本発明の意味で、基板に作用する任意の化学
的効果、物理的効果、及び／又は機械的効果を含む。
【００１３】
　用語「基板（substrate）」は、本発明の意味で、本発明による真空処理システムによ
って処理される構成要素、部品又は工作物を含む。基板は、矩形、正方形又は円形の形状
を有する平坦な板状部品を含むが、それに限定されない。好ましくは、基板は、薄膜太陽
電池を製造するのに適し、また、フロートガラス、セキュリティガラス、及び／又は石英
ガラスを備える。より好ましくは、基板は、薄いガラス板等の、サイズが１ｍ２以上の平
面表面を有する、本質的に、最も好ましくは、完全に平坦な基板として設けられる。
【００１４】
　用語「真空処理（vacuum　processing）」又は「真空処理システム（vacuum　treatmen
t　system）」は、本発明の意味で、周囲雰囲気圧力より低い圧力下で基板が処理される
ための少なくとも格納容器を含む。
【００１５】
　用語「ロードロック（load　lock）」は、本発明の意味で、真空処理システムに動作可
能に接続された、密封可能開口又はドアを介して真空処理システムに対するアクセスを可
能にする排気可能格納容器を含む。真空処理システム格納容器は、好ましくは、処理シス
テムの内部の真空を破ることなくロードロックを介してアクセス可能である。
【００１６】
　用語「ＣＶＤ」、すなわち化学気相堆積（chemical　vapour　deposition）及びそのフ
レーバは、本発明の意味で、加熱済み基板上への層の堆積を可能にするよく知られている
技術を含む。通常、液体又は気体の前駆体材料が、処理システムに送給され、そこで、前
駆体の熱反応が層の堆積をもたらす。しばしば、ＤＥＺ、ジエチル亜鉛が、低圧ＣＶＤ、
ＬＰＣＶＤを使用する真空処理システム内でＴＣＯ層を生産するための前駆体材料として
使用される。用語「ＴＣＯ」は、透明導電性酸化物を表す。すなわち、ＴＣＯ層は、透明
導電性層であり、層、コーティング、堆積、及び膜の用語は、ＣＶＤであれ、ＬＰＣＶＤ
であれ、プラズマ強化ＣＶＤ（ＰＥＣＶＤ）であれ、又は物理気相堆積（ＰＶＤ）であれ
、真空プロセス内で堆積される膜のために本発明の中で交換可能に使用される。
【００１７】
　用語「太陽電池（solar　cell）」又は「光起電力セル（photovoltaic　cell）」、「
ＰＶセル（PV　cell）」は、本発明の意味で、光起電力効果によって、光、本質的に太陽
光を電気エネルギーに直接変換することが可能である電気構成要素を含む。薄膜太陽電池
は、通常、第１の電極又は前の電極、１つ又は複数の半導体薄膜ＰＩＮ接合、及び第２の
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電極又は後の電極を含み、それらは、基板上で連続して積重ねられる。各ＰＩＮ接合又は
薄膜光電変換ユニットは、ｐ型層とｎ型層との間に挟まれたｉ型層を含み、「ｐ」は正に
ドープ済みを表し、「ｎ」は負にドープ済みを表す。ｉ型層（実質的に真性半導体層であ
る）は、薄膜ＰＩＮ接合の厚さのほとんどの部分を占め、それにより、光電変換が、この
ｉ型層内で主に起こる。そのため、基板は、好ましくは、薄膜光起電力セルを製造するた
めに使用される基板である。
【００１８】
　用語「平面（plane）」は、本発明の意味で、粗くない、すなわち溝又は同様なものを
有しない表面を有する手段を含む。好ましくは、用語「平面」は、それぞれの表面の表面
粗さ等級がＮ９以下であることを意味する。
【００１９】
　本発明の真空処理システムは、好ましくは、反射手段、例えば第１の反射手段が、基板
の方を向いていない加熱手段の面から照射される熱エネルギーを、基板の方に反射させる
ように構成される。そのため、加熱手段は、好ましくは格納容器内で、生成される熱放射
を多重反射させるような方法で配置され、それにより、基板は、好ましくは、加熱手段に
よって直接、また、次に反射手段から生じる反射によって照射され、その結果、基板の吸
収率が高くなるため、熱効率が更に増加する。より好ましくは、反射手段の表面は、基板
平面、すなわち、格納容器内に設けられるときの、基板平面にある基板に平行に配置され
る。最も好ましくは、基板は、格納容器内に設けられるときに、反射手段と加熱手段との
間にサンドイッチ様外観で配置される。
【００２０】
　本発明の別の好ましい実施の形態によれば、前記格納容器は、前記加熱手段によって照
射される前記加熱用エネルギーを前記基板上に反射するように構成された第２の反射手段
を備え、前記第２の反射手段は、前記加熱手段の前記第２の表面が前記第２の反射手段を
向き、前記基板平面が、前記加熱手段と前記第２の反射手段との間に設けられるように配
置される。こうした実施の形態は、基板の吸収率が更に増加するため、熱効率を更に増加
させる。その理由は、こうした実施の形態によって、加熱手段と基板平面が共に、第１の
反射手段と第２の反射手段との間に「挟まれる（sandwiched）」からである。
【００２１】
　別の好ましい実施の形態では、前記格納容器は、前記反射手段を冷却するための冷却ユ
ニットを備え、前記反射手段は、前記加熱手段の方を向いている第１の面と、前記加熱手
段の方を向いていない、反対側の第２の面とを備え、前記冷却ユニットは、前記反射手段
の前記第２の面上に設けられ、前記反射手段と熱接触状態である。好ましくは、冷却ユニ
ットは、水又は同様なもの等の冷却流体を循環させるパイプを備える。こうした実施の形
態は、やはり、熱効率を増加させる。その理由は、冷却ユニットが、反射手段の反射率を
増加させ、基板の熱エネルギーの吸収率の増加をやはりもたらすからである。
【００２２】
　一般に、加熱手段の第２の表面は、基板平面、すなわち格納容器内に設けられるときの
基板から任意の距離離れて配置することができる。特に好ましい実施の形態によれば、前
記加熱手段の前記第２の表面は、前記基板平面から５０ｍｍ以下、好ましくは４０ｍｍ以
下、より好ましくは１０ｍｍ以下離れて配置される。こうした実施の形態は、さらに、シ
ステムスループットを増加させ、また、全体のコストを下げる。
【００２３】
　更に好ましい実施の形態では、前記加熱手段は、前記格納容器内で保持可能な前記基板
の表面積より５％以上大きい表面積を有する２次元平面サイズを含み、前記加熱手段は、
炭素複合材、炭素繊維強化炭素、炭素繊維、ＳｉＣコーティングした繊維、グラファイト
、グラファイト繊維及び／又はＳｉＣ板からなる群から選択される材料を含む、及び／又
は、前記加熱手段は、６００℃以上の温度に不変のまま耐える耐熱性材料を含む。したが
って、加熱手段が、そのサイズにおいて基板の全表面積を覆い、また、電力が印加される
と加熱手段がその平面表面から加熱エネルギーを照射する、先に概説した材料を含むこと
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が好ましい。そのため、こうした実施の形態は、格納容器内に設けられると非常に効率的
に基板を加熱する平面表面を有する平面加熱手段をもたらす。
【００２４】
　更に好ましい実施の形態では、前記格納容器は、前記加熱手段を支持するための、及び
／又は、前記加熱手段に電気エネルギーを提供するためのバスバーを備える。バスバーは
、所定の場所に加熱手段を保持するためのクランプ又は同様な手段を含むことができる。
更なる好ましい実施の形態では、格納容器は、処理される基板を基板平面内に保持するた
めの基板キャリアを備える。基板キャリアは、格納容器に入るようにまた格納容器から離
れて戻るように基板を移動させるための基板搬送システムを備えることができる。
【００２５】
　特に好ましい実施の形態では、前記加熱手段は、それぞれが長さ、幅、及び厚さを有す
る複数の矩形加熱素子を備え、前記加熱素子は、直列に及び／又は並列に電気接続され、
前記加熱素子は、前記加熱手段の前記第１の平面表面と前記第２の平面表面とをそれぞれ
形成する前記基板平面に平行な平面内で、前記加熱素子の幅及び長さに沿って配置され、
各加熱素子は、前記それぞれの加熱素子の前記厚さの５００倍以上である幅及び前記それ
ぞれの加熱素子の前記厚さの３０００倍以上である長さを含み、及び／又は、前記加熱素
子は、前記それぞれの加熱素子の前記厚さの２倍以上の距離で、好ましくは互いに４ｍｍ
以上の距離で互いに隣接して配置される。３つの加熱素子は、直列に配置され、次に、互
いに並列に接続され、例えば３相１０００Ｖエネルギー源に電気接続されることが特に好
ましい。好ましくは、加熱素子は、真空処理システム内で加熱される基板に平行な平面内
に位置し、それにより、幅がそれぞれの加熱素子の厚さの５００倍以下であり、長さがそ
れぞれの加熱素子の厚さの３０００倍以下である場合、それが、特に有効である、すなわ
ち加熱／冷却サイクルについて効率的であることがわかった。これらの比を使用すること
によって、特に均一でかつ効率的な基板の加熱を実施することができ、したがって、従来
技術のシステムと比較して、真空処理システムのスループットの大幅な増加が可能になる
。これに関して、矩形加熱素子の厚さが０．５ｍｍ以下、好ましくは０．１５ｍｍ以下で
あることが特に好ましい。
【００２６】
　一般に、反射手段は、従来技術から知られるように、加熱エネルギーを反射するための
任意の手段として設けることができる。しかしながら、前記反射手段は、銅、銅コーティ
ング、ニッケル、ニッケルコーティング、金、金コーティング、銀、銀コーティング、ア
ルミニウム、及び／又はアルミニウムコーティングからなる群から選択される材料を含む
、及び／又は、前記反射手段は、Ｎ９以下の表面粗さ等級を有する反射表面を備える。
【００２７】
　特に好ましい別の実施の形態では、前記格納容器は、該格納容器が、前記真空処理シス
テム内に設けられるとき、真空を破ることなくアクセス可能であるように密封可能開口を
備えるロードロックとして設けられる。
【００２８】
　本発明の目的は、請求項１～１１のいずれか１項に記載の真空処理システムを動作させ
るための方法であって、
　ａ）１ｍ２以上の表面サイズを有する平面基板を、前記基板が前記基板平面内に設けら
れるように前記格納容器内に設けるステップと、
　ｂ）前記格納容器を、８＊１０－２ｍｂａｒ以下でかつ１＊１０－５ｍｂａｒ以上に排
気するステップと、
　ｃ）前記基板を加熱するために、２６ｋＷ以上の電力を前記加熱手段に提供するステッ
プとを含む、請求項１～１１のいずれか１項に記載の真空処理システムを動作させるため
の方法によって更に対処される。
【００２９】
　これは、ステップｂ）によって排気された格納容器内に、ステップａ）によって設けら
れた平面基板を、例えば、７０ｓ以下のサイクル時間に達するために電力を段階的に増加
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させることによってステップｃ）によって加熱することができることを意味する。こうし
て、本発明による加熱手段を用いることによって、従来技術のシステムと比較してはるか
に速く基板を加熱することができる。こうして、ステップｃ）中に、基板の加熱レートが
２．５ｋ／ｓ以上になるように電力が提供されることが好ましい。ステップｃ）中に、加
熱エネルギーの均質性を増加させるために、基板が格納容器内で断続的に又は直線的に移
動されることが更に好ましい。
【００３０】
　本発明のこれらの態様又は他の態様は、以下で述べる実施形態から明らかになり、また
、その実施形態を参照して説明される。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の好ましい実施形態による真空処理システムを示す概略図である。
【図２】本発明の好ましい実施形態による複数の加熱素子の概略上面図である。
【図３】本発明の好ましい実施形態による２つの加熱素子の概略側面図である。
【図４】パッシェンの曲線を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　本発明は、ロードロック格納容器の一体部分である真空処理システムを取り扱う。図１
を見てわかるように、真空処理システムは、基板平面４において基板キャリア３上に配置
されるときの基板２を処理するための格納容器１を備える。格納容器は、加熱手段５、第
１の反射手段６、第２の反射手段７、冷却ユニット８、及びバスバー９を備える。この加
熱手段は、第１の平面表面１０と、反対側の第２の平面表面１１とを備える。反射手段６
、７は、加熱手段５の方を向いている第１の面１２と、加熱手段５を向いていない反対側
の第２の面１３とを備え、冷却ユニット８は、反射手段６、７の第２の面１３上に設けら
れる。
【００３３】
　ロードロックの更なる要素（図示されない）は、格納容器１内の圧力を下げるための手
段、ロードロック内の圧力を制御するための手段、エネルギー送給部、基板２及び加熱手
段５の温度を直接的に又は間接的に制御するための手段、及び冷却流体送給部とすること
ができる。本発明の加熱手段５は、垂直、水平、又は傾斜位置で使用することができる。
水平配置では、上記システムは、加熱手段５が、基板２の下方、基板２の上方、又は基板
２の両側、すなわち上方と下方とに配置された状態で設置することができる。好ましい実
施形態では、基板２は、図１に示すように、加熱手段５の下方に配置される。
【００３４】
　一実施形態では、ロードロックは、加熱手段５として複数のランプ様組立体、すなわち
加熱素子１４を、別個のハウジングなしで含む。こうして、エネルギー変換プロセスは、
例えば石英ハウジングを有するラジエータを利用する従来技術と比較して直接改善される
。
【００３５】
　本発明の実施形態は、加熱手段５の、基板２の方を向いていない面１０から照射される
熱を、基板２の方に反射させるための反射手段６、７、例えば反射体を備える。これらの
反射体６、７は、冷却ユニット２、例えば、冷却流体、例えば水又は同様なものを循環さ
せるパイプと熱接触状態にある。反射体６、７は、生成される放射を多重反射させるよう
に格納容器１内に配置されて、それによって、基板２の吸収率が高くなるため、やはり熱
効率が増加する。水冷却に関して、反射体６、７の反射率が増加し、さらに、システムの
熱質量が減少する。低い熱質量は、仮定されるサイクルプロセスに関して加熱システムの
可制御性及び安定性のための必須条件である。
【００３６】
　バスバー３は、図１に示すように、例えば冷却ユニット８、反射体６、７、及び加熱ユ
ニット５を実質的にその間に挟んで収容するサイドレールのように、基板２の上方にある
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反射表面の下方に及び／又は、下側反射表面の上方にある基板２の下方に配置され、それ
が、システムにサンドイッチ様外観を与える。代替の実施形態では、バスバー３のキャリ
ア構造は、加熱手段５、反射体６、７、及び冷却ユニット８の背後に配置することができ
る。基板２は、一定距離で平坦表面ラジエータ５の下に設置される。基板２は、図１に示
すように、第２の反射手段７の、基板２の背面に向いている別の反射表面の上に保持され
、加熱均一性を改善するために、加熱プロセス中に定期的に移動され得る。
【００３７】
　好ましい実施形態では、平坦な２次元加熱器素子１４は、図２に示すように、上側反射
体６の下でかつ上側反射体６に密接に関連して位置決めされ、図１に示すように、基板２
の上の全エリアを覆う。好ましくは、耐火性材料が、加熱素子１４としてシステムで利用
される。炭素複合材、炭素繊維強化炭素材料、炭素繊維、ＳｉＣコーティングした繊維、
グラファイト、グラファイト繊維、ＳｉＣ板、又はそれらの任意の組合せのような材料は
、６００℃を超える温度に耐え得る耐火物質である。これらの平坦なストリップ様の電気
抵抗性加熱素子１４に印加される電力は、従来技術から知られている直線状ランプ配置構
成に比較して、加熱表面を有する平面加熱手段５をもたらす。そのため、加熱器組立体５
、１４自体は、１つの均一な平坦表面加熱器として考えられ得る。
【００３８】
　加熱器実施形態の熱効率は、素子組立体の総合抵抗に関連する。加熱素子１４は、図２
に示すように、並列にまた直列に配置することができる。総合電気抵抗は、直列接続のま
た並列接続の加熱素子１４の数とともに変動する。同様に、固有抵抗が塗布材料の厚さｂ
に比例することが、一般に知られている。
【００３９】
　本発明の実施形態では、３つの加熱素子１４が、直列に配置され、３つの加熱素子１４
が、次に、互いに並列に接続される。それにより、≧５００：１の加熱素子１４の幅ａと
厚さｂの比及び≧３０００：１の加熱素子１４の長さｃと厚さｂの比が有効であることが
わかった。
【００４０】
　加熱素子１４は、各加熱素子１４の間で数ｍｍ、好ましくは４ｍｍの距離ｄを維持しな
がら、真空チャンバー内で、加熱される基板２に実質的に平行な平面内で均等に分配され
て位置する。バスバー３、クランプ、又は同様なもののような保持メカニズムは、所定の
場所でラジエータ１４を保持する。さらに、保持メカニズムは、全システムの幅及び長さ
にわたって電力を均等に加熱素子１４に供給する。ここで、加熱素子１４を水平方向に位
置決めするために、スクロールばね又は同様なもののような引張り手段を使用することが
有効であることがわかった。それにより、平坦加熱器表面は、加熱素子１４に電力を印加
している間に、温度上昇によって生じる熱膨張及び／又は収縮中に画定される。
【００４１】
　平坦な２次元加熱素子１４は、単一エリアとして、又は、並んで配置された矩形ストリ
ップの配置構成として作ることができる。個々のストリップ１４の間の距離ｄは、上記ス
トリップ１４の幅ａよりずっと小さくなるように選択することができ、好ましくは、ギャ
ップ距離ｄと厚さｂの比は≧２：１である。加熱素子１４は、電気的に、別個の電力源に
よって個々に動作することができるか、又は、好ましくは直列に配線することができる。
【００４２】
　電力源として、交流（ＡＣ）と直流（ＤＣ）との間で選択がなされなければならない。
ＤＣ電源の利点は、電圧の柔軟性のある可制御性と調整性である。ＤＣ電力源を適用する
ことは、パッシェンの法則に関して真空手段において熱ブレークスルー電圧を回避する。
【００４３】
　ＡＣ電源は、一般に、キロワット当たりの全体システムコストに関してより競合力があ
る。しかし、４００Ｖ供給電圧を有するＡＣ３相電源は、一定の真空で、ブレークスルー
、アーク放電を受ける。ここで、ブレークスルー電圧によって生じるシステム損傷を回避
するために、調整されたエネルギー供給プロセスが使用されなければならない。
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【００４４】
　こうしたアーク放電は、大量の電力が真空チャンバーに注入されるときの一般的な問題
である。本発明は、図４に示すように、パッシェン曲線に関して一定の真空レベルを可能
にし、互いに上述した素子距離を維持することによってブレークダウン電圧を回避する。
パッシェンの法則は、広く知られており、圧力（Ｔｏｒｒ）と２つの平行板間のギャップ
距離（ｃｍ）の関数としてブレークダウン電圧（ボルト）を決定する。
【００４５】
　本発明の実施形態では、排気手段によって達成可能な圧力は、高電圧が使用され得るパ
ッシェン曲線の低圧側をもたらす。そのため、２６ｋＷ以上の大電力を安全に使用するた
めに、加熱プロセスの圧力範囲は、８×１０－２～１×１０－５ｍｂａｒ内にある。
【００４６】
　加熱プロセス中に低圧を達成することは、残留反応物分子、例えば酸素の量が低減され
るため、加熱素子１４の平均故障間隔（mean　time　between　failure）（ＭＴＢＦ）に
とって有利である。先に述べたように、十分な残留反応物がロードロックキャビティ内に
ある場合、高温は、平坦表面加熱器上で酸化を生じる。
【００４７】
　本発明の実施形態では、ＤＣ電源及びＡＣ電源が、加熱素子１４の構成（直列的及び／
又は並列的）に応じて利用され得る。３相ＡＣ電源、例えばサイリスタコントローラー又
は同様なものを使用することが有効であることがわかった。さらに、基板２のヒートアッ
プレート（ケルビン／秒（Ｋ／ｓ）単位）は、利用可能な電力、及びそれとともにサイク
ル時間に正比例する。
【００４８】
　加熱器の実施形態、すなわち真空処理システムは、送給されるエネルギーを、直接、放
射に変換し、従来技術のシステムで使用されるランプハウジングのろ過効果を取り除く。
その上、システム効率は、当技術分野で知られている方法と比較して大幅に増加する。そ
の結果、基板２における熱吸収が増加し、熱処理時間が低減される。そのため、サイクル
時間の最適化によって、エネルギー消費が減少する。
【００４９】
　プロセスは次の通りである。すなわち、室温でサイズ１ｍ２以上を有する拡張した平坦
基板２が、供給システム、例えばコンベア又はフォークから、コンパートメント、例えば
ロードロック又はプロセスチャンバー内に輸送される。上記コンパートメントは、密封可
能でかつ排気可能であり、平坦表面ホルダーすなわち基板キャリア３を収容する。
【００５０】
　基板２の予め規定された位置にいつ達したかを示すためのセンサーが予見され得る。基
板２が、基板平面４内のその意図される位置に設置された後、真空チャンバーが密封され
、加熱プロセスが開始する。加熱プロセスの一部は、大気中レベルから、一定の所望の圧
力範囲８×１０－２～１×１０－５ｍｂａｒまで下げる排気である。ゲージのような圧力
測定手段が、プロセス圧力を制御する。加熱素子１４は、所定のプロセス圧力に達したと
きにスイッチオンされる。先に述べたように、圧力の低減は、電力供給される加熱素子１
４から、通常接地される格納容器１への望ましくないブレークスルー電圧を回避するのに
役立つ。
【００５１】
　さらに、本発明の実施形態で温度処理プロセスを制御するために、コントローラ、例え
ばＰＩＤコントローラを有利に利用する。そのため、注入される電力と無関係に、柔軟性
のある温度調整を確立することができる。
【００５２】
　注入される電力の量は、ヒートアップレート（ケルビン／秒単位）、及びそれとともに
処理時間を決定する。室温から２００℃まで平坦基板２を加熱するためのサイクル時間を
減少させるために、電力を、段階的に及び／又は柔軟に増加することができる。
【００５３】
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　ここで、サイクル時間７０ｓ以下に達するために、性能レベル２６ｋＷ以上を使用する
ことができる。室温から処理温度まで約１．４ｍ２サイズの平坦基板２を加熱するための
サイクル時間は、熱効率に依存する。ここで、実施形態内での部品の配置構成が重要な役
割を果たす。サイクルプロセスにおけるシステム安定性は、加熱器実施形態、すなわち、
反射手段６、７、冷却ユニット８、バスバー９、加熱素子１４、格納容器１、及び基板キ
ャリア３の周囲条件の和である。
【００５４】
　反射手段６、７は、２重の機能を果たさなければならない。加熱素子１４によって放出
される放射、例えばＩＲを多重反射させることによって、平坦表面加熱素子１４の温度は
、著しく高速にプロセス温度９００℃以上に達し得る。その結果、基板２の温度処理時間
は、減少し、注入される総電力は、例えば基板２について２ｋＷｈ以下に下がり得る。要
約すると、システム効率を、従来技術のシステムと比較して、４０％以上の総合効率まで
増加させることができる。
【００５５】
　さらに、全基板２にわたる温度均一性及び反射される放射の量は、反射手段６、７の表
面仕上げ及び／又は表面仕上げ品質に依存する。平坦表面加熱素子１４からの放出放射を
反射するための反射手段６、７として、銅、銅コーティング、ニッケル、ニッケルコーテ
ィング、金、金コーティング、銀、銀コーティング、アルミニウム、アルミニウムコーテ
ィング、又はそれらの任意の組合せのような異なる材料が塗布され得る。品質Ｎ９以下を
有する研磨表面は、反射放射を増加させ、その上、熱処理時間を減少させることが一般に
知られている。
【００５６】
　本発明の好ましい実施形態では、反射手段６、７として、垂直、水平、又は傾斜位置に
研磨表面仕上げを有するアルミニウムが使用され得る。水平配置構成では、図１に示すよ
うに、システムは、反射体を、加熱器及び／又は基板２の下方に、上方に、又は両側、す
なわち上方と下方に配置された状態で設置することができる。
【００５７】
　サイクル処理時間に関して、温度的に、繰返し可能なプロセス条件が、システム安定性
及びプロセス品質にとって必須である。論じたように、平坦基板２の温度処理方法は、プ
ロセス温度に関してサイクル時間を決定することができる。さらに、基板２から基板２へ
相等しいプロセス条件を保証するために、反射手段６、７、バスバー９、加熱素子１４、
格納容器１、及び基板キャリア３の熱貯蔵容量、熱質量は、サイクル時間、それとともに
プロセス品質に直接関連して中心的な重要性を有する。
【００５８】
　電力がスイッチオフされた後、プロセス温度を上記９００℃以上から４５０℃以下まで
減少させるために、能動的に又は受動的に冷却する種々の手段８を使用することができる
。一般的な技術は、冷却用液体、例えば水、油、又は同様の任意のものが、反射手段６、
７、バスバー９、加熱素子１４、格納容器１、及び基板キャリア３と熱接触状態になるこ
とであり、残留熱負荷を上記熱処理チャンバーから外に伝導させる。第１に、システム設
計は、熱処理チャンバー内の質量を減少させることを目指す。
【００５９】
　一実施形態によれば、２．５Ｋ／ｓ以上の加熱レートが、基板２の熱処理中に生成され
得る。さらに、基板２のプロセス温度に達した後、５Ｋ／ｓ以上の熱クールダウンレート
は、望ましくない温度オーバーシュート効果がない、動的で制御可能な加熱システムをも
たらす。ここで、０．５ｍｍ未満の、好ましくは０．１５ｍｍの加熱素子１４の厚さは、
熱質量を減少させ、その上、クールダウンレートにポジティブな影響を及ぼす。最小厚さ
は、最小電気抵抗及び／又は機械的安定性によって限界を定められる。その上、精密な温
度制御を達成することができ、それが、以下の隣接するコーティングプロセスを改善する
。
【００６０】
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　本発明の一実施形態によれば、速いクールダウンレートは、未処理基板２が、処理チャ
ンバー、上記ロードロック内に輸送されている間、大気圧に対する暴露中に、反射手段６
、７、バスバー９、加熱素子１４、格納容器１、及び基板キャリア３に対する、外部残留
反応分子、例えば酸素又は同様なものの影響を減少させるための必須条件である。その上
、加熱器構成の平均故障間隔は、例えば大気圧下での温度の上昇によって生じる酸化を回
避することによって増加し得る。ここで、本発明の実施形態の本質的な部分は、ランプハ
ウジングを最小に、すなわちゼロに減少させることによって、平坦加熱器素子１４の熱質
量を減少させることである。
【００６１】
　その上、隣接プロセスの本質的な必須条件である総合温度均一性は、全基板２にわたっ
て＋／－１０Ｋ以下の程度まで大幅に増加し得る。従来技術のシステムのランプハウジン
グの熱質量は、制御不能な熱源であり、熱安定性が達成されるまでプロセス時間を延長す
ることによって総合均一性を悪化させる。
【００６２】
　熱電対及び／又は放射温度計のような基板２の温度を測定するための手段が、更に予見
され得る。最終温度に達すると、加熱プロセスが停止され、加熱済み基板２を、コンパー
トメントから出て、例えば隣接する排気済みプロセス環境に輸送するための輸送シーケン
スが始動される。同様に、加熱組立体に印加される一定の「保持（holding）」電力が、
精密に調整された温度を、時間に無関係に維持するために実装され得る。そのため、加熱
組立体は、温度オーバーシュートを生成することなく、完全に制御可能である。
【００６３】
　加熱プロセス中、基板２は、可動基板ホルダー３のそれぞれの手段によって断続的に直
線状に又は環状に移動することができる。代替的には、基板２は、しっかり設置すること
ができる。そのため、温度分布は、均一性要件に従って調整することができる。振動運動
が平坦基板２上での全体の温度分布を改善したことが上首尾であることがわかった。さら
に、本質的に平行平面である加熱素子１４と基板２との間のギャップは、振動中に、５０
ｍｍ未満、好ましくは４０ｍｍ未満の規定された距離に維持される。最小距離は、技術的
に規定されるが、１０ｍｍを下回ることはめったにない。
【００６４】
　さらに、熱分布を改善するために、反射手段６、７の最適化が有効であることがわかっ
た。ここで、異なる表面パターン、反射率を変更することは、全体の均一性を改善し得る
。本発明の実施形態では、異なる表面品質、例えば異なる反射コーティング及び／又は表
面仕上げは、変化する温度分布を示し、隣接プロセスにおいて層品質を改善した。
【００６５】
　さらに、加熱素子１４の間のギャップ距離ｄは、窪み効果に関して、温度分布に影響を
及ぼし得る。本発明の実施形態では、≧２：１のギャップ距離ｄと厚さｂの比が、温度均
一性に影響を及ぼす。したがって、バスバー手段９は、加熱素子１４の互いに対する一定
した位置決めを保証し得る。その上、窪み効果が、最小にされ、温度分布が最適化され得
る。
【００６６】
　基板２の面積の増加による縁部損失を補償するために、平坦加熱素子１４の組立体は、
幅ｂの少なくとも５％以上、また、長さ的に、例えば幅ａの９倍に距離ｄの８倍を足した
値だけ基板２の表面エリアにオーバラップする。
【００６７】
　本発明による加熱システム又は加熱素子１４組立体は、ロードロック加熱システムとし
ての用途に限定されない。それは、一般に、パネル、シート、又は同様なもののような拡
張した２次元基板２を加熱するために使用され得る。基板２材料は、ガラス、ガラス様材
料、金属、又は他の剛性材料を包含することができる。チューブハウジングを有する従来
技術のランプ配置構成と比較して、本加熱素子１４設計は、２００％の総合システム効率
の改善を有する。その上、より速いサイクル時間及びその結果のより高いスループットを
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適化する。加熱効率を増加させることは、最適化されたエネルギー入力とエネルギー利用
とをもたらす。その結果、媒体消費が、従来の加熱システムと比較して減少し得る。
【００６８】
　炭素複合材料、炭素繊維強化炭素材料、炭素繊維、ＳｉＣコーティングした繊維、グラ
ファイト、グラファイト繊維、ＳｉＣ板、又はそれらの任意の組合せから製造される加熱
素子１４は、ハウジングによって保護されなければ、周囲雰囲気内での動作中に酸化を受
ける。本発明は、一定の真空を維持することにより酸化を排除し、ほぼ無酸素の雰囲気を
もたらす。加熱素子１４に対する損傷を防ぐために、犠牲電極を使用することができる。
犠牲電極は、例えばポンプダウン中にプロセス環境又はロードロックから残留酸素を吸収
又は除去し、したがって、主加熱素子１４システムが、動作したときに損傷されないこと
を保証する。加熱素子１４の周りの保護ハウジングを放棄すると、例えば石英ハウジング
を有する、タングステン、炭素、又は任意の他の耐火性材料から製造された加熱器を使用
する従来の方法と比較して、熱処理時間を大幅に低減することができる。
【００６９】
　利用される加熱材料は、かなりの倍率で、すなわち３００％以上だけ加熱器コストを低
減する。加熱素子１４材料の厚さｂのために、平坦表面加熱素子１４の総熱質量は、最小
化され、改善された温度制御をもたらし、任意の制御手段の適用を放棄する。
【符号の説明】
【００７０】
　　１　格納容器
　　２　基板
　　３　基板キャリア
　　４　基板平面
　　５　加熱素子
　　６　第１の反射手段
　　７　第２の反射手段
　　８　冷却ユニット
　　９　バスバー
　　１０　第１の平面表面
　　１１　第２の平面表面
　　１２　第１の面
　　１３　第２の面
　　１４　加熱素子
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